
 第９４回 労働政策審議会障害者雇用分科会 議事次第 
 

 

１ 日時 
 

令和元年１２月１６日（月）１５：００～１７：００ 
 

２ 場所 
 

  ＴＫＰ新橋カンファレンスセンター 

  （東京都千代田区内幸町１－３－１ 幸ビルディング１４階ホール１４Ｅ） 
 

３ 議題 
 

（１）障害者の雇用の促進等に関する法律施行令の一部を改正する政令案要綱

について（諮問） 
 

（２）障害者の雇用の促進等に関する法律施行規則の一部を改正する省令案要

綱について（諮問） 
 

（３）障害者の雇用の促進等に関する法律施行規則第十六条の二第三項の規定

に基づき厚生労働大臣が定める特例給付金の額等を定める件案要綱につ

いて（諮問） 
 

（４）その他 
 

４ 資料 
 

資料１   障害者の雇用の促進等に関する法律施行令の一部を改正する政令

案要綱 

資料２ 障害者の雇用の促進等に関する法律施行規則の一部を改正する省

令案要綱 

資料３   障害者の雇用の促進等に関する法律施行規則第十六条の二第三項

の規定に基づき厚生労働大臣が定める特例給付金の額等を定める

件案要綱 

参考資料１ 労働政策審議会障害者雇用分科会委員名簿 

参考資料２ 特例給付金の支給要件等について 

参考資料３ 中小事業主の認定基準について 

参考資料４ 通勤や職場等における支援の在り方について 
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障
害
者
の
雇
用
の
促
進
等
に
関
す
る
法
律
施
行
令
の
一
部
を
改
正
す
る
政
令
案
要
綱

第
一

附
則
の
規
定
を
改
正
し
、
令
和
六
年
十
二
月
三
十
一
日
ま
で
の
間
、
別
表
第
一
第
二
号
に
、
在
外
公
館
（
政
府
代
表
部

を
除
く
。
）
に
勤
務
す
る
外
務
公
務
員
を
加
え
る
こ
と
と
す
る
こ
と
。
（
本
則
関
係
）

第
二

こ
の
政
令
は
、
公
布
の
日
か
ら
施
行
す
る
こ
と
と
す
る
こ
と
。
（
附
則
関
係
）
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障
害
者
の
雇
用
の
促
進
等
に
関
す
る
法
律
施
行
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令
案
要
綱

第
一

特
定
短
時
間
労
働
者
の
雇
入
れ
又
は
雇
用
の
継
続
の
促
進
を
図
る
た
め
の
特
例
給
付
金
制
度
等

一

障
害
者
の
雇
用
の
促
進
等
に
関
す
る
法
律
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
（
令
和
元
年
法
律
第
三
十
六
号
。
以
下
「
改
正
法

」
と
い
う
。
）
に
よ
る
改
正
後
の
障
害
者
の
雇
用
の
促
進
等
に
関
す
る
法
律
（
昭
和
三
十
五
年
法
律
第
百
二
十
三
号
。
以

下
「
法
」
と
い
う
。
）
第
四
十
九
条
第
一
項
第
一
号
の
二
の
特
例
給
付
金
（
三
に
お
い
て
単
に
「
特
例
給
付
金
」
と
い
う

。
）
は
、
対
象
障
害
者
で
あ
る
特
定
短
時
間
労
働
者
を
雇
用
す
る
事
業
主
に
支
給
す
る
も
の
と
す
る
こ
と
。

二

法
第
四
十
九
条
第
一
項
第
二
号
の
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
時
間
は
、
十
時
間
以
上
二
十
時
間
未
満
と
す
る
こ
と
。

三

特
例
給
付
金
の
額
そ
の
他
必
要
な
事
項
に
つ
い
て
は
、
厚
生
労
働
大
臣
の
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
る
こ
と
と
す
る
こ
と
。

四

調
整
金
の
支
給
に
つ
い
て
、
各
年
度
の
十
月
一
日
か
ら
十
二
月
三
十
一
日
ま
で
の
間
に
行
う
こ
と
と
す
る
こ
と
。

第
二

基
準
に
適
合
す
る
事
業
主
の
認
定
等

一

法
第
七
十
七
条
第
一
項
の
認
定
を
受
け
よ
う
と
す
る
事
業
主
は
、
厚
生
労
働
大
臣
の
定
め
る
様
式
に
よ
る
申
請
書
に
、

基
準
に
適
合
す
る
も
の
で
あ
る
こ
と
を
明
ら
か
に
す
る
書
類
を
添
え
て
、
都
道
府
県
労
働
局
長
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら

な
い
こ
と
と
す
る
こ
と
。
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二

認
定
の
基
準
は
次
の
と
お
り
と
す
る
こ
と
。

１

次
の

か
ら

ま
で
に
掲
げ
る
障
害
者
の
雇
用
の
促
進
及
び
安
定
に
関
す
る
取
組
（
障
害
者
の
日
常
生
活
及
び
社
会

（一）

（三）

生
活
を
総
合
的
に
支
援
す
る
た
め
の
法
律
施
行
規
則
第
六
条
の
十
第
一
号
に
規
定
す
る
就
労
継
続
支
援
Ａ
型
に
係
る
障

害
者
の
日
常
生
活
及
び
社
会
生
活
を
総
合
的
に
支
援
す
る
た
め
の
法
律
第
二
十
九
条
第
一
項
に
規
定
す
る
指
定
障
害
福

祉
サ
ー
ビ
ス
（
以
下
こ
の
二
に
お
い
て
「
指
定
就
労
継
続
支
援
Ａ
型
」
と
い
う
。
）
を
受
け
る
者
に
関
す
る
取
組
を
除

く
。
）
に
係
る
事
項
に
つ
い
て
、
次
の

か
ら

ま
で
に
掲
げ
る
表
の
上
欄
に
掲
げ
る
項
目
及
び
中
欄
に
掲
げ
る
評
価

（一）

（三）

の
区
分
に
応
じ
、
当
該
項
目
に
つ
い
て
同
表
の
下
欄
に
掲
げ
る
と
こ
ろ
に
よ
り
付
し
た
点
数
の
合
計
（
４
に
お
い
て
「

取
組
に
係
る
合
計
点
数
」
と
い
う
。
）
が
、
五
点
以
上
で
あ
る
こ
と
。

体
制
づ
く
り

（一）
項
目

評
価

点
数

組
織
面

特
に
優
良

二
点

優
良

一
点

人
材
面

特
に
優
良

二
点
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優
良

一
点

仕
事
づ
く
り

（二）
項
目

評
価

点
数

事
業
創
出

特
に
優
良

二
点

優
良

一
点

職
務
選
定
及
び
創
出

特
に
優
良

二
点

優
良

一
点

障
害
者
就
労
施
設
等
へ
の
発
注

特
に
優
良

二
点

優
良

一
点

環
境
づ
く
り

（三）
項
目

評
価

点
数

職
務
環
境

特
に
優
良

二
点

優
良

一
点
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募
集
及
び
採
用

特
に
優
良

二
点

優
良

一
点

働
き
方

特
に
優
良

二
点

優
良

一
点

キ
ャ
リ
ア
形
成

特
に
優
良

二
点

優
良

一
点

そ
の
他
の
雇
用
管
理

特
に
優
良

二
点

優
良

一
点

２

次
の

及
び

に
掲
げ
る
障
害
者
の
雇
用
の
促
進
及
び
雇
用
の
安
定
に
関
す
る
取
組
の
成
果
（
指
定
就
労
継
続
支
援

（一）

（二）

Ａ
型
を
受
け
る
者
に
関
す
る
取
組
の
成
果
を
除
く
。
）
に
係
る
事
項
に
つ
い
て
、
次
の

及
び

に
掲
げ
る
表
の
上
欄

（一）

（二）

に
掲
げ
る
項
目
及
び
中
欄
に
掲
げ
る
評
価
の
区
分
に
応
じ
、
当
該
項
目
に
つ
い
て
同
表
の
下
欄
に
掲
げ
る
と
こ
ろ
に
よ

り
付
し
た
点
数
の
合
計
（
４
に
お
い
て
「
取
組
の
成
果
に
係
る
合
計
点
数
」
と
い
う
。
）
が
六
点
以
上
で
あ
る
こ
と
。

数
的
側
面

（一）
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項
目

評
価

点
数

雇
用
状
況

特
に
優
良

六
点

優
良

四
点

良

二
点

定
着
状
況

特
に
優
良

六
点

優
良

四
点

良

二
点

質
的
側
面

（二）
項
目

評
価

点
数

満
足
度
及
び
ワ
ー
ク
・
エ
ン
ゲ
ー
ジ
メ
ン
ト

特
に
優
良

六
点

優
良

四
点

良

二
点

キ
ャ
リ
ア
形
成

特
に
優
良

六
点
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優
良

四
点

良

二
点

３

次
の

及
び

に
掲
げ
る
１
及
び
２
の
事
項
に
関
す
る
情
報
開
示
（
指
定
就
労
継
続
支
援
Ａ
型
を
受
け
る
者
に
関
す

（一）

（二）

る
情
報
開
示
を
除
く
。
）
に
係
る
事
項
に
つ
い
て
、
次
の

及
び

に
掲
げ
る
表
の
上
欄
に
掲
げ
る
項
目
及
び
中
欄
に

（一）

（二）

掲
げ
る
評
価
の
区
分
に
応
じ
、
当
該
項
目
に
つ
い
て
同
表
の
下
欄
に
掲
げ
る
と
こ
ろ
に
よ
り
付
し
た
点
数
の
合
計
（
４

に
お
い
て
「
情
報
開
示
に
係
る
合
計
点
数
」
と
い
う
。
）
が
二
点
以
上
で
あ
る
こ
と
。

取
組
（
ア
ウ
ト
プ
ッ
ト
）

（一）
項
目

評
価

点
数

体
制
、
仕
事
及
び
環
境
づ
く
り

特
に
優
良

二
点

優
良

一
点

成
果
（
ア
ウ
ト
カ
ム
）

（二）
項
目

評
価

点
数

数
的
側
面

特
に
優
良

二
点
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優
良

一
点

質
的
側
面

特
に
優
良

二
点

優
良

一
点

４

取
組
に
係
る
合
計
点
数
、
取
組
の
成
果
に
係
る
合
計
点
数
及
び
情
報
開
示
に
係
る
合
計
点
数
の
合
計
が
二
十
点
以
上

（
特
例
子
会
社
に
あ
っ
て
は
、
三
十
五
点
以
上
）
で
あ
る
こ
と
。

５

次
の
い
ず
れ
に
も
該
当
す
る
こ
と
。

法
定
雇
用
障
害
者
数
以
上
の
対
象
障
害
者
を
雇
用
し
て
い
る
こ
と
（
た
だ
し
、
法
第
四
十
四
条
第
一
項
、
第
四
十

（一）
五
条
第
一
項
、
第
四
十
五
条
の
二
第
一
項
及
び
第
四
十
五
条
の
三
第
一
項
の
規
定
は
適
用
し
な
い
。
）
。
な
お
、
特

例
子
会
社
が
法
第
七
十
七
条
第
一
項
の
認
定
を
受
け
よ
う
と
す
る
場
合
に
あ
っ
て
は
、
法
第
四
十
四
条
第
一
項
又
は

第
四
十
五
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
み
な
し
て
適
用
さ
れ
る
法
第
四
十
三
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
、
法
定
雇
用
障

害
者
数
以
上
の
対
象
障
害
者
を
雇
用
し
て
い
る
こ
と
。

対
象
障
害
者
（
指
定
就
労
継
続
支
援
Ａ
型
を
受
け
る
者
を
除
く
。
）
を
一
人
以
上
雇
用
し
て
い
る
こ
と
。

（二）
６

次
の
い
ず
れ
に
も
該
当
し
な
い
者
で
あ
る
こ
と
。
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認
定
を
取
り
消
さ
れ
、
そ
の
取
消
し
の
日
か
ら
起
算
し
て
三
年
を
経
過
し
な
い
者
（
１
か
ら
５
ま
で
に
定
め
る
基

（一）
準
に
該
当
し
な
い
こ
と
に
よ
り
、
当
該
取
消
し
の
日
前
に
認
定
に
つ
い
て
辞
退
の
申
出
を
し
た
者
を
除
く
。
）

暴
力
団
員
に
よ
る
不
当
な
行
為
の
防
止
等
に
関
す
る
法
律
第
二
条
第
六
号
に
規
定
す
る
暴
力
団
員
若
し
く
は
暴
力

（二）
団
員
で
な
く
な
っ
た
日
か
ら
五
年
を
経
過
し
な
い
者
（
以
下
こ
の

に
お
い
て
「
暴
力
団
員
等
」
と
い
う
。
）
、
暴

（二）

力
団
員
等
が
そ
の
事
業
活
動
を
支
配
す
る
者
又
は
暴
力
団
員
等
を
そ
の
業
務
に
従
事
さ
せ
、
若
し
く
は
当
該
業
務
の

補
助
者
と
し
て
使
用
す
る
お
そ
れ
の
あ
る
者

風
俗
営
業
等
の
規
制
及
び
業
務
の
適
正
化
等
に
関
す
る
法
律
第
二
条
第
一
項
に
規
定
す
る
風
俗
営
業
又
は
同
条
第

（三）
五
項
に
規
定
す
る
性
風
俗
関
連
特
殊
営
業
に
該
当
す
る
事
業
を
行
う
者

偽
り
そ
の
他
不
正
の
行
為
に
よ
り
雇
用
に
係
る
国
の
助
成
金
、
補
助
金
又
は
給
付
金
（
以
下
こ
の

に
お
い
て
「

（四）

（四）

雇
用
関
係
助
成
金
等
」
と
い
う
。
）
の
支
給
を
受
け
、
又
は
受
け
よ
う
と
し
た
こ
と
等
に
よ
り
、
当
該
雇
用
関
係
助

成
金
等
の
支
給
要
件
を
満
た
さ
な
く
な
っ
た
者

法
又
は
法
に
基
づ
く
命
令
そ
の
他
関
係
法
令
に
違
反
す
る
重
大
な
事
実
が
あ
る
と
認
め
ら
れ
る
者

（五）

三

認
定
を
受
け
た
事
業
主
が
厚
生
労
働
大
臣
の
定
め
る
表
示
を
付
す
る
こ
と
が
で
き
る
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
も
の
は
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、
次
の
と
お
り
と
す
る
こ
と
と
す
る
こ
と
。

商
品

（一）

役
務
の
提
供
の
用
に
供
す
る
物

（二）

商
品
、
役
務
又
は
事
業
主
の
広
告

（三）

商
品
又
は
役
務
の
取
引
に
用
い
る
書
類
又
は
電
磁
的
記
録

（四）

事
業
主
の
営
業
所
、
事
務
所
そ
の
他
の
事
業
場

（五）

イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
を
利
用
す
る
方
法
に
よ
り
公
衆
の
閲
覧
に
供
す
る
情
報

（六）

労
働
者
の
募
集
の
用
に
供
す
る
広
告
又
は
文
書

（七）
四

認
定
を
受
け
た
事
業
主
は
、
都
道
府
県
労
働
局
長
に
対
し
、
認
定
に
つ
い
て
辞
退
の
申
出
を
す
る
こ
と
が
で
き
る
こ
と

と
す
る
こ
と
。

五

基
準
に
適
合
す
る
も
の
で
あ
る
旨
の
認
定
及
び
そ
の
取
消
し
に
係
る
厚
生
労
働
大
臣
の
権
限
は
、
都
道
府
県
労
働
局
長

に
委
任
す
る
こ
と
と
す
る
こ
と
。

第
三

そ
の
他
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一

地
方
公
共
団
体
の
任
命
権
者
の
求
め
に
応
じ
、
障
害
者
雇
用
活
躍
推
進
計
画
の
作
成
に
関
す
る
必
要
な
助
言
を
行
う
こ

と
が
で
き
る
厚
生
労
働
大
臣
の
権
限
は
、
都
道
府
県
労
働
局
長
に
委
任
す
る
こ
と
と
す
る
こ
と
。

二

そ
の
他

そ
の
他
所
要
の
規
定
の
整
備
を
行
う
こ
と
。

第
四

施
行
期
日

こ
の
省
令
は
、
改
正
法
の
施
行
の
日
（
令
和
二
年
四
月
一
日
）
か
ら
施
行
す
る
こ
と
と
す
る
こ
と
。



厚生労働省発職 1216第３号

令 和 元 年 1 2 月 1 6 日

労働政策審議会

会長 鎌田 耕一 殿

厚生労働大臣 加藤 勝信

別紙「障害者の雇用の促進等に関する法律施行規則第十六条の二第三項の

規定に基づき厚生労働大臣が定める特例給付金の額等を定める件案要綱」に

ついて、貴会の意見を求める。

STKGG
テキスト ボックス
資料３
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障
害
者
の
雇
用
の
促
進
等
に
関
す
る
法
律
施
行
規
則
第
十
六
条
の
二
第
三
項
の
規
定
に
基
づ
き
厚
生
労
働
大
臣
が
定
め

る
特
例
給
付
金
の
額
等
を
定
め
る
件
案
要
綱

第
一

特
例
給
付
金
の
額

特
例
給
付
金
の
額
は
、
各
年
度
（
四
月
一
日
か
ら
翌
年
三
月
三
十
一
日
ま
で
を
い
う
。
第
二
及
び
第
四
に
お
い
て
同
じ
。

）
ご
と
に
、
一
及
び
二
に
掲
げ
る
事
業
主
の
区
分
に
応
じ
、
そ
れ
ぞ
れ
一
及
び
二
に
定
め
る
額
に
、
当
該
年
度
に
属
す
る
各

月
（
当
該
年
度
の
中
途
に
事
業
を
開
始
し
、
又
は
廃
止
し
た
事
業
主
に
あ
っ
て
は
、
当
該
事
業
を
開
始
し
た
日
の
属
す
る
月

の
翌
月
以
後
の
各
月
又
は
当
該
事
業
を
廃
止
し
た
日
の
属
す
る
月
の
前
月
以
前
の
各
月
に
限
る
。
以
下
同
じ
。
）
ご
と
に
そ

の
初
日
に
お
け
る
そ
の
雇
用
す
る
特
定
短
時
間
労
働
者
の
数
（
当
該
年
度
に
属
す
る
各
月
ご
と
に
そ
の
初
日
に
お
け
る
障
害

者
の
雇
用
の
促
進
等
に
関
す
る
法
律
第
四
十
三
条
第
一
項
に
規
定
す
る
そ
の
雇
用
す
る
対
象
障
害
者
で
あ
る
労
働
者
の
数
を

上
限
と
す
る
。
）
の
合
計
数
を
乗
じ
て
得
た
額
と
す
る
こ
と
。

一

そ
の
常
時
雇
用
す
る
労
働
者
（
二
及
び
第
三
の
一
に
お
い
て
単
に
「
労
働
者
」
と
い
う
。
）
の
数
が
常
時
百
人
を
超
え

る
事
業
主

七
千
円

二

労
働
者
の
数
が
常
時
百
人
以
下
で
あ
る
事
業
主

五
千
円
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第
二

特
例
給
付
金
の
申
請
期
間

特
例
給
付
金
（
以
下
単
に
「
特
例
給
付
金
」
と
い
う
。
）
は
、
各
年
度
ご
と
に
、
一
及
び
二
に
掲
げ
る
事
業
主
の
区
分
に

応
じ
、
そ
れ
ぞ
れ
一
及
び
二
に
定
め
る
期
間
に
支
給
の
申
請
を
行
っ
た
事
業
主
に
支
給
す
る
も
の
と
す
る
こ
と
。

一

第
一
の
一
に
掲
げ
る
事
業
主

翌
年
度
の
初
日
（
当
該
年
度
の
中
途
に
事
業
を
廃
止
し
た
事
業
主
に
あ
っ
て
は
、
当
該

事
業
を
廃
止
し
た
日
）
か
ら
四
十
五
日
以
内

二

第
一
の
二
に
掲
げ
る
事
業
主

翌
年
度
の
七
月
三
十
一
日
（
当
該
年
度
の
中
途
に
事
業
を
廃
止
し
た
事
業
主
に
あ
っ
て

は
、
当
該
事
業
を
廃
止
し
た
日
か
ら
四
十
五
日
を
経
過
し
た
日
）
ま
で

第
三

特
例
給
付
金
の
支
給
を
受
け
よ
う
と
す
る
事
業
主
の
申
請

一

申
請
書
及
び
添
付
書
類

特
例
給
付
金
の
支
給
を
受
け
よ
う
と
す
る
事
業
主
は
、
独
立
行
政
法
人
高
齢
・
障
害
・
求
職
者
雇
用
支
援
機
構
（
以
下

「
機
構
」
と
い
う
。
）
の
定
め
る
様
式
に
よ
る
申
請
書
を
機
構
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
こ
と
と
す
る
こ
と
。
ま
た

、
申
請
書
に
は
、
機
構
の
定
め
る
様
式
に
よ
る
報
告
書
（
労
働
者
の
数
が
常
時
三
百
人
以
下
で
あ
る
事
業
主
に
あ
っ
て
は

、
そ
の
雇
用
す
る
対
象
障
害
者
で
あ
る
労
働
者
の
障
害
の
種
類
及
び
程
度
を
明
ら
か
に
す
る
書
類
並
び
に
当
該
労
働
者
の
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労
働
時
間
の
状
況
を
明
ら
か
に
す
る
書
類
を
含
む
。
）
を
添
付
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
こ
と
と
す
る
こ
と
。

二

申
請
書
の
提
出

一
の
申
請
書
の
提
出
は
、
１
及
び
２
に
掲
げ
る
事
業
主
の
区
分
に
応
じ
、
そ
れ
ぞ
れ
１
及
び
２
に
定
め
る
も
の
の
提
出

と
同
時
に
行
わ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
こ
と
と
す
る
こ
と
。

１

第
一
の
一
に
掲
げ
る
事
業
主

納
付
金
に
係
る
申
告
書
及
び
調
整
金
に
係
る
申
請
書

２

第
一
の
二
に
掲
げ
る
事
業
主

報
奨
金
に
係
る
申
請
書

第
四

特
例
給
付
金
の
支
給
時
期

特
例
給
付
金
の
支
給
は
、
各
年
度
の
十
月
一
日
か
ら
十
二
月
三
十
一
日
ま
で
の
間
（
当
該
年
度
の
中
途
に
事
業
を
廃
止
し

た
事
業
主
に
あ
っ
て
は
、
支
給
の
申
請
を
受
理
し
た
日
か
ら
三
月
以
内
）
に
行
う
も
の
と
す
る
こ
と
と
す
る
こ
と
。

第
五

そ
の
他

一

こ
の
告
示
に
規
定
す
る
も
の
を
除
く
ほ
か
、
特
例
給
付
金
の
支
給
に
関
し
必
要
な
事
項
は
、
機
構
が
定
め
る
こ
と
と
す

る
こ
と
。

二

こ
の
告
示
は
、
令
和
二
年
四
月
一
日
か
ら
適
用
す
る
こ
と
と
す
る
こ
と
。



 

労働政策審議会障害者雇用分科会 委員名簿 

令和元年 10月 25日現在 

（公益代表） 

◎ 阿部
あ べ

 正浩
まさひろ

 中央大学経済学部教授 

倉知
く ら ち

 延章
のぶあき

 九州産業大学人間科学部教授 

小原
こ は ら

 美紀
み き

 大阪大学大学院国際公共政策研究科教授 

武石
たけいし

 惠
え

美子
み こ

 法政大学キャリアデザイン学部教授 

○ 中川
なかがわ

 正俊
まさとし

 田園調布学園大学人間福祉学部教授 

長谷川
は せ が わ

 珠子
た ま こ

 福島大学行政政策学類准教授 

（労働者代表） 

内田
う ち だ

 文子
ふ み こ

 全日本電機・電子・情報関連産業労働組合連合会中央執行委員 

岡本
おかもと

 賢治
け ん じ

 サービス・ツーリズム産業労働組合連合会会長代理 

仁平
にだいら

 章
あきら

  日本労働組合総連合会総合政策推進局長 

森口
もりぐち

 勲
いさお

  全日本自動車産業労働組合総連合会副事務局長 

門
もん

﨑
ざき

 正樹
ま さ き

 全日本自治団体労働組合社会福祉局長 

（使用者代表） 

佐渡
さ ど

 康弘
やすひろ

 愛媛県ビル管理協同組合理事 

塩野
し お の

 典子
の り こ

 富士通ハーモニー（株）取締役 

高橋
たかはし

 陽子
よ う こ

 ダンウェイ（株）代表取締役社長 

正木
ま さ き

 義
よし

久
ひさ

 （一社）日本経済団体連合会労働政策本部長 

松永
まつなが

 恭
やす

興
おき

 （株）日立製作所人財統括本部人事勤労本部トータルリワード部長 

（障害者代表） 

阿部
あ べ

 一彦
かずひこ

 （社福）日本身体障害者団体連合会会長 

小出
こ い で

 隆司
た か じ

 全国手をつなぐ育成会連合会副会長 

竹下
たけした

 義樹
よ し き

 （社福）日本視覚障害者団体連合会長 

眞壁
ま か べ

 博美
ひ ろ み

 （公社）全国精神保健福祉会連合会理事 

 

（分科会長＝◎、分科会長代理＝○）                     （五十音順、敬称略） 
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特例給付金の支給要件等について

 雇用率制度のカウント対象とする常用労働者については、職業的自立の目安である週20時間以上の労働者とする枠組みを維持する。

 短時間であれば就労可能な障害者等の雇用機会を確保するため、週20時間未満の雇用障害者数に応じて、納付金を財源とする特例給付金を支給する。

 支給額の単価は、調整金・報奨金の単価、週20時間～30時間の短時間労働者の雇用率カウント（0.5）との均衡等を踏まえ、調整金・報奨金の単価の４分の１程度とする。

 中長期にわたり20時間以上の勤務に移行できない者等も見られることを踏まえ、支給期間を限定しないこととする。

 週20時間未満の雇用に対する支援が、週20時間未満の安易な雇用促進にならないよう、支給対象となる雇用障害者の所定労働時間の下限について、トライアル雇用助成金

（障害者短時間トライアルコース）における下限が10時間であることを踏まえ、10時間とする。

基本的な考え方

支給要件・額

事業主区分 支給対象の雇用障害者 支給額注１ 支給上限人数注２

100人超（納付金対象）
週10時間以上20時間未満

7,000円/人月（≒調整金@27,000円×1/4）
週20時間以上の雇用障害者数（人月）

100人以下（納付金対象外） 5,000円/人月（≒報奨金@21,000円×1/4）

（注１）支給額は、支給対象の雇用障害者数（実人数）に基づき、月ごとに算出する。

（注２）支給上限人数の算定においては、重度のダブルカウント及び短時間のハーフカウントを行う。

参考資料２

改正障害者雇用促進法の規定（抜粋）

（納付金関係業務）

第四十九条 厚生労働大臣は、対象障害者の雇用に伴う経済的負担の調整並びにその雇用の促進及び継続を図るため、次に掲げる業務（以下「納付金関係業務」という。）を行う。

一 （略）

一の二 特に短い労働時間以外での労働が困難な状態にある対象障害者を特定短時間労働者（短時間労働者のうち、一週間の所定労働時間が厚生労働省令で定める時間

の範囲内にある者をいう。以下この号において同じ。）として雇い入れる事業主又は対象障害者である特定短時間労働者を雇用する事業主に対して、これらの者の雇入れ又は雇

用の継続の促進を図るための特例給付金を支給すること。

二～十一 （略）

２ （略）

事業主の負担軽減、支給の円滑化等の観点から、調整金・報奨金と同様の時期・要領で実施。

申請対象期間 ： 申請年度の前年度の４月１日から翌年の３月31日まで ※当該期間に雇用した特定短時間労働者について特例給付金を支給

申請 ： 100人超事業主 ⇒ 申請年度の４月１日から５月15日までの間に、納付金の申告・調整金の申請と同時に実施

100人以下事業主 ⇒ 申請年度の４月１日から７月31日までの間に、実施（報奨金の申請がある場合は同時に実施）

支給 ： 申請年度の10月１日から12月31日までの間に実施

※申請対象期間の中途に事業を廃止した事業主にあっては、当該事業を廃止した日から45日以内を申請期限とし、当該申請を受理した日から３月以内に支給（調整金・報奨金と同じ取扱い）。

※調整金・報奨金についても、支給の円滑化等の観点から、特例給付金と同じ時期に支給。（申請年度の10月１日から同月31日までの間とする現行の運用を変更。）

申請・支給の時期・要領



中小事業主の認定基準について

参考資料３



現
状

課
題

現
行
制
度

認
定
制
度
の
狙
い

中小事業主の認定制度の創設の背景及び狙い

中小事業主における障害者雇用の取組が停滞
①実雇用率 ： 300人以上2.16% ⇔ 300人未満1.82%
②雇用率未達成企業に占める雇用ゼロ企業割合 ： 45.5人以上100人未満93.7%、100人以上300人未満30.8%
③業種別の実雇用率のばらつき ： 300人以上1.8％～2.4％ ⇔ 300人未満0.9%～3.1%

事業主側 障害者・支援者等側

リソース・ノウハウ不足
・資本力不足
・人的体制不足

インセンティブ不足
・100人以下は納付金・調整金対象外
・法令遵守・CSRの意識のばらつき

認知度不足
・大手優先
・情報不足

・ハローワーク支援
・ジョブコーチ支援
・JEED好事例集 等

・調整金・報奨金
・助成金 等

・ハローワークによる職業紹介、
情報提供 等

身近なロールモデルの量
産・可視化（業種別等）

（好事例の相互参照・横展開）

社会的メリット等の確保・向上
（自社の商品、広告等への認定マークの使用、求人票へのマークの表示、認
定マークの使用によるダイバーシティ・働き方改革等の広報効果、地方公共団
体の公共調達等における加点の評価の促進等）

各認定事業主の取
組・成果の可視化
（障害のない者も含む採
用・人材確保の円滑化等）

「・支援者等」を追記

1



雇用率未達成企業
45,622社※２

うち雇用ゼロ企業
31,379社※２

【参考】特定のテーマ・観点から、
少数の事業主を取り上げる取組）
・厚生労働大臣表彰
2019年度４社（受賞企業17社のうち中小
事業主）
・ＪＥＥＤ好事例集
2018年度６社（掲載企業９社のうち中小
事業主）認定対象範囲

（イメージ）

認定事業主（好事例）
をロールモデルに雇用率
達成・障害者活躍推進

・障害者活躍を一層進めて認定取得
・認定事業主（好事例）をロールモデ
ルに障害者活躍を一層推進

認定制度のグランドデザイン（イメージ）

300人未満企業※１

85,543社※２

（45.5人以上企業）

雇用率達成企業
39,921社※２

実雇用率2.2%未満※３企業
17,295社※２

実雇用率2.2%以上企業
22,626社※２

※１ 認定制度における中小企業（事業主）の範囲は常用労働者300人以下の企業
※２ 出典：厚生労働省「平成30年障害者雇用状況の集計結果」（平成31年４月９日）（一部特別集計）
※３ 法律上雇用義務のかかる障害者数は、短時間労働者のハーフカウント後の常用労働者数に法定雇用率2.2%を掛けた数の小数点以下を切り捨てたものであるため、雇用義務を果たした事業主であって

も、実雇用率が厳密には2.2%未満である場合がある。

全国的・総合的な
ロールモデル

認定対象外

※障害者雇用促進法及び同法に基づく命令その他
関係法令に違反する重大な事実がある場合も認定対象外

2



大項目 中項目 小項目 評価基準 評価点

成果
（アウトカ

ム）

数的側面

⑪雇用状況

特に優良 6点

優良 4点

良 2点

⑫定着状況

特に優良 6点

優良 4点

良 2点

質的側面

⑬満足度、
ワーク・エン
ゲージメント

特に優良 6点

優良 4点

良 2点

⑭キャリア形
成

特に優良 6点

優良 4点

良 2点

成果関係の合格最低点 6点
（満点24点）

情報開示
（ディスク

ロージャー）

取組（アウ
トプット）

⑮体制・仕
事・環境づくり

特に優良 2点

優良 1点

成果（アウ
トカム）

⑯数的側面
特に優良 2点

優良 1点

⑰質的側面
特に優良 2点

優良 1点

情報開示関係の合格最低点 2点
（満点6点）

合計の合格最低点 20点
（満点50点）

具体的な認定基準

大項目 中項目 小項目 評価基準 評価点

取組
（アウト
プット）

体制づくり

①組織面
特に優良 2点

優良 1点

②人材面
特に優良 2点

優良 1点

仕事づくり

③事業創出
特に優良 2点

優良 1点

④職務選定・創
出

特に優良 2点

優良 1点

⑤障害者就労
施設等への発注

特に優良 2点

優良 1点

環境づくり

⑥職務環境
特に優良 2点

優良 1点

⑦募集・採用
特に優良 2点

優良 1点

⑧働き方
特に優良 2点

優良 1点

⑨キャリア形成
特に優良 2点

優良 1点

⑩その他の雇用
管理

特に優良 2点

優良 1点

取組関係の合格最低点 5点
（満点20点）

①以下の評価基準に基づき、20点（特例子会社は35点）以上を得ること。（取組関係で５点以上、成果関係で６点以上、情報開示関係で2点以上を得ること。）

②実雇用率が法定雇用率を下回るものでないこと。（雇用不足数が０であること） ※雇用率カウント後に45.5人未満となる事業主は要件を満たす。

※特例子会社が申請する場合にあっては、グループ全体で法定雇用率を満たした（雇用不足数が０）事業主を対象とする。

③障害者（Ａ型事業所の利用者は含まない。）を雇用していること。 ※Ａ型事業所の利用者以外の障害者に関する取組状況を評価。

④障害者雇用促進法及び同法に基づく命令その他関係法令に違反する重大な事実がないこと。
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各評価基準における評価要素（取組関係①）

中項目 小項目 評価基準 評価方法 評価要素

体制
づくり

①
組織面

特に優良
２要素

以上該当

①リーダーシップ・部署横断体制
 社長自ら、障害者雇用の方針や理解促進のメッセージを職員に発信している
 部署を横断し、障害者雇用を推進するチーム・会議体等を設置している

②当事者参画
 障害者雇用を推進するチーム・会議体等に障害当事者が構成員となっている
 支援担当者又は障害者職業生活相談員等に障害者が就いている

③支援担当者の配置等
 支援担当者（個々の障害者の支援を担当する者）注を配置し、日常的に支援している

注）担当とされていない中で、臨機応変に支援するような者は、「支援担当者」には含めない。

 ジョブコーチ又は都道府県認定の指導員等を配置又は委嘱している

④ＰＤＣＡサイクル
 障害者の活躍推進のための計画を作成している
 定期的に現状分析・課題設定し、対策を講じている

優良
１要素
該当

②
人材面

特に優良
２要素

以上該当

①専門的な外部研修・セミナー
 自社在職中にジョブコーチ又は都道府県認定の指導員等に養成した社員がいる
 過去1年間で少なくとも1度、障害者雇用に関する外部研修・セミナー（精神・発達障害者しごとサポーター

養成講座、障害者職業生活相談員資格認定講習注等）に社員を派遣した

注）法律上の義務を満たすために必要な受講の場合ではなく、積極的に受講した場合を想定。

②専門的な社内研修
 過去1年間で少なくとも1度、障害者雇用に関する専門的な社内研修を実施した

③理解促進・啓発
 過去1年間で少なくとも1度、障害者雇用に関する基礎的な研修・セミナー（障害者雇用への理解促進に

向けたセミナー、就労支援セミナー、事業所見学会等）の社内実施又は社員派遣を行った

優良
１要素
該当
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各評価基準における評価要素（取組関係②）

中項目 小項目 評価基準 評価方法 評価要素

仕事
づくり

③事業
創出

特に優良
１要素

以上該当

①過去2年間のいずれかの年で経常利益が黒字

②過去3年間のいずれかの年で売上高対経常利益が3％以上

③過去10年間に、障害者雇用により新事業を創出できた

優良
１要素

以上該当

①過去3年間のいずれかの年で経常利益が黒字

②過去4年間のいずれかの年で売上高対経常利益が3％以上

④職務
選定・創出

特に優良
２要素
該当

①職務の選定・創出注１

 過去３年間に、職務整理票の活用その他の創意工夫により業務を選定した
 過去３年間に、組織内のヒアリング又はアンケートの実施その他の創意工夫により業務を創出した
 過去３年間に、支援機関等と連携して業務を選定・創出した

注１）特例子会社の場合、特例子会社設置後の当該子会社における取組のみが評価対象

②障害者と職務のマッチング
 障害者の能力・適性を支援機関等との連携その他の適切な方法（社内のジョブコーチの活用等注２）に

より把握している
 障害者と職務を支援機関等との連携その他の適切な方法（社内のジョブコーチの活用等注２）によりマッ

チングしている

注２）障害者雇用に関する、労務管理、医療、建築等の様々な分野の専門家「障害者雇用管理サ
ポーター」の活用も含まれる。

優良
１要素
該当

⑤障害者
就労施設
等への発注

特に優良
１要素

以上該当

①障害者就労施設への発注
 過去５年間のうち３年以上、一定額以上を発注

②在宅就業障害者等への発注
 過去５年間のうち３年以上、一定額以上を発注

優良
１要素

以上該当

①障害者就労施設への発注
 過去３年間のうち１年以上、一定額以上を発注

②在宅就業障害者等への発注
 過去３年間のうち１年以上、一定額以上を発注
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中項目 小項目 評価基準 評価方法 評価要素

（障害
特性に
配慮し
た）
環境
づくり

⑥職務
環境

特に優良
２要素

以上該当

①作業施設・設備等
 障害者のための作業施設・作業設備を整備している
 障害者のための福利厚生施設注を整備している

注）保健施設（休憩室等）、給食施設（食堂等）、教養文化施設（集会室等）等

 障害者のための就労支援機器を導入している
 障害特性に配慮したレイアウト設計をしている

②作業マニュアルのカスタマイズ、作業手順の簡素化
 障害者のために作業マニュアルをカスタマイズしている
 障害者のために作業手順を簡素化している

③その他の健康管理・福利厚生
 医療従事者・機関等と連携して、個人面談・健康相談等を実施している
 褒賞金（皆勤賞等）、スポーツ大会への参加応援等を実施している

優良
１要素
該当

⑦募集
・採用

特に優良
２要素

以上該当

①職場実習生の受入れ
 過去３年間で少なくとも一度、職場実習生を受け入れた

②他の企業への見学・ヒアリングの実施
 過去３年間で少なくとも一度、他の企業を訪問し、障害者雇用の取組を見学・ヒアリングした

③他の企業からの見学の受入れ
 過去3年間で少なくとも一度、自社の障害者雇用の取組について、他の企業から見学を受け入れた

④セミナー講師や企業指導等の実施
 過去3年間で少なくとも一度、障害者雇用に関するセミナー講師や企業指導等を実施した

優良
１要素
該当

⑧
働き方

特に優良
4要素

以上該当

①テレワーク
②フレックスタイム
③時差出勤制度
④短時間勤務
⑤時間単位の年次有給休暇
⑥傷病休暇又は病気休暇
⑦その他（個々の障害者の状態や
働き方に対応した制度・仕組み）

⑧治療と仕事の両立支援

優良
2～3

要素該当

各評価基準における評価要素（取組関係③）

障害者が適用される規程を整備のみ ⇒ 1/2要素
過去3年間で障害者の利用実績があるのみ ⇒ 1/2要素
障害者が適用される規程を整備し、
過去３年間で障害者の利用実績もあり ⇒ 1要素

×

 過去5年間に両立支援プランの策定・実施の実績がある
 過去5年間に職場復帰プランの策定・実施の実績がある×
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各評価基準における評価要素（取組関係④）

中項目 小項目 評価基準 評価方法 評価要素

（障害
特性に
配慮し
た）
環境
づくり

⑨キャリ
ア形成

特に優良
２要素

以上該当

①キャリアプラン（支援計画）
 障害者一人一人のキャリアプラン（支援計画）を作成し、定期的に面談・フィードバックしている

②教育訓練
 社員の資格取得奨励制度、自己啓発支援制度等の仕組みを整備し、過去3年間で（障害者の）利用

実績もある。
 社内の研修、アビリンピックの参加等、過去3年間で障害者の受講・参加実績がある

③人事・給与
 障害者である社員が適用される昇給評価、昇格評価及び賞与評価に関する基準があり、社内に公開され

ている

優良
1要素
該当

⑩その
他の雇
用管理

特に優良
2要素

以上該当

①日報
 日報を作成し、業務管理又は体調把握を行っている

②職場介助
 過去3年間に、職場介助者又は手話通訳・要約筆記等担当者を手配した

③通勤配慮
 過去3年間に、住宅の賃借、住宅手当の支払い、通勤のための駐車場の賃借又は駐車場に係る手当支払

いを行った、又は通勤用自動車、バスの手配若しくは通勤援助者の手配を行った

④定着のための外部連携・社会資源活用
 過去3年間に、障害者の定着を進めるため、支援機関（就労移行支援事業所、特別支援学校等）と連

携し、障害者と定期的な面談等を行った

優良
１要素
該当
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各評価基準における評価要素（成果関係①）

中項目 小項目 評価基準 評価方法 評価要素

数的側面

⑪雇用状況

特に優良 1要素以上該当
①実雇用率が法定雇用率の3倍以上

②除外率適用前の実雇用率が法定雇用率以上

優良 1要素以上該当
①実雇用率が法定雇用率の2倍以上

②除外率適用前の実雇用率で障害者不足数ゼロ

良 1要素該当
①実雇用率が法定雇用率以上

②過去3年間障害者不足数ゼロ

⑫定着状況
注

特に優良 ２要素該当
①過去3年間に採用した障害者の就職後6か月後の定着率が90％以上

②過去3年間に採用した障害者の就職後1年後の定着率が80％以上

③社員全体の平均勤続年数に対して、障害者の平均勤続年数が同等以上（ただし少なくとも、
障害者の平均勤続年数が5年以上、又は勤続年数が5年以上の障害者が半数以上）

④障害者の平均勤続年数が10年以上、又は勤続年数が10年以上の障害者が半数以上
優良 1要素該当

良 1要素以上該当

①過去3年間に採用した障害者の就職後6か月後の定着率が80％以上

②過去3年間に採用した障害者の就職後1年後の定着率が70％以上

③障害者の平均勤続年数が5年以上、又は勤続年数が5年以上の障害者が半数以上

注）組織再編により雇用関係が承継された場合、勤続年数等も通算して評価する。
特例子会社の場合、親会社における勤続年数等は評価対象外とする。トライアル雇用の期間は定着率等には含めない。
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各評価基準における評価要素（成果関係②）

中項目 小項目 評価基準 評価方法 評価要素

質的側面

⑬満足度・エ
ンゲージメント
※少なくとも毎
年、委託又は
自ら調査実施

特に優良 1要素該当
①満足度又はエンゲージメントに関する過去3回（少なくとも1ヶ月の間隔は必要。以下同
じ。）のいずれの調査結果でも、肯定的な回答（障害者）の割合が８割以上

優良 1要素該当
①満足度又はエンゲージメントに関する過去３回のいずれかの調査結果で、肯定的な回答
（障害者）の割合が8割以上、かつ、過去3回のいずれの調査結果でも、肯定的な回答
（障害者）の割合が６割以上

良 1要素該当
①満足度又はエンゲージメントに関する過去3回のいずれの調査結果でも、肯定的な回答（障
害者）の割合が６割以上

＊ 知的障害者の場合は、家族の代筆を認める（上司・同僚の代筆は認めない）。（ストレスチェック制度においても知的障害者への配慮が提案されている。）

＊ Web調査でも面談における口頭・ヒアリング調査でも認める。

＊ ワーク・エンゲージメントは、日常の仕事に対する態度・認知を問うており、その時々の気分や感情を問うものではないため、日内変動は原則想定しない。
（回答時の体調によって想起内容が異なる可能性は否定できないが，この点、健常者でも同様の可能性がある。）

＊ （労働安全衛生に関する）新職業性ストレス簡易調査票において、ワーク・エンゲージメントに関する問は、「仕事をしていると、活力がみなぎるように感じ
る」及び「自分の仕事に誇りを感じる」の2問。この2問で実施する場合、平均値で差し支えないと考えられる。

＊ ワーク・エンゲージメントについて、質問を一つに絞り、又は総括的な問を設ける場合、「仕事にやりがいを感じている」又は「活き活きと働いている」が考え
られる。なお、満足度については、「仕事に満足している」の1問が考えられる。

＊ 調査方法として最も望ましいのは、第三者による調査であるが、本制度趣旨に鑑みれば、使用目的（回答結果を人事評価等に用いないこと等）等を十分
に説明することにより、会社自らの調査でも差し支えないものと考えられる。
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各評価基準における評価要素（成果関係③）

中項目 小項目 評価基準 評価方法 評価要素

質的
側面

⑭キャリ
ア形成

特に優良
２要素

以上該当

①人事（２要素分）
 管理職の障害者（中途障害者を除く。）又は中途障害後に管理職に昇格・昇進した者が少なくとも1人い

る

②給与
 障害者（最賃減額特例対象者を含む。）の平均賃金が最低賃金より2割以上、又はその半数が最低賃

金より2割以上
 ３年以上前から雇用している障害者の平均年収が1割以上上昇

③その他のキャリア形成（職域拡大・正社員化・労働時間延長等）
 過去３年間に少なくとも１人（障害者）、より高度な業務等に職域拡大した、非正社員から正社員に転

換した、又は短時間勤務からフルタイムに転換した等

優良
２要素

以上該当

①人事（２要素分）
 役職に就いている障害者（中途障害者を除く。）又は中途障害後に役職に昇格・昇進した者が少なくとも

1人いる

②給与
 障害者（最賃減額特例対象者を含む。）の平均賃金が最低賃金より1割以上、又はその半数が最低賃

金より1割以上
 障害者（最賃減額特例対象者を除く。）の平均賃金が最低賃金より2割以上、又はその半数が最低賃

金より2割以上
 ３年以上前から雇用している障害者の平均年収が0.5割以上上昇

③その他のキャリア形成（「特に優良」における要素と同じ。）

良
２要素

以上該当

①人事
 他の障害者である社員に対する業務指導等の役割を担うリーダー等に任命された障害者が少なくとも1人い

る

②給与
 障害者（最賃減額特例対象者を除く。）の平均賃金が最低賃金より1割以上、又はその半数が最低賃

金より1割以上
 ３年以上前から雇用している障害者の平均年収が0.1割以上上昇

③その他のキャリア形成（「特に優良」における要素と同じ。）
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各評価基準における評価要素（情報開示関係）

中項目 小項目 評価基準 評価方法 評価要素

取組
（アウト
プット）

⑮体制・
仕事・環
境づくり

特に優良
１要素
該当

①～⑩の加点要素（認定申請内容）を厚生労働省・労働局HPに掲載することを許可し、毎年更新情
報を厚生労働省に報告することを誓約（厚生労働省・労働局HPの掲載情報も更新）

優良
１要素
該当

①～⑩の加点要素（認定申請内容）を厚生労働省・労働局HPに掲載することを許可

成果
（アウト
カム）

⑯
数的側面

特に優良
１要素
該当

⑪・⑫の加点要素（認定申請内容）を厚生労働省・労働局HPに掲載することを許可し、毎年更新情報
を厚生労働省に報告することを誓約（厚生労働省・労働局HPの掲載情報も更新）

優良
１要素
該当

⑪・⑫の加点要素（認定申請内容）を厚生労働省・労働局HPに掲載することを許可

⑰
質的側面

特に優良
１要素
該当

⑬・⑭の加点要素（認定申請内容）を厚生労働省・労働局HPに掲載することを許可し、毎年更新情報
を厚生労働省に報告することを誓約（厚生労働省・労働局HPの掲載情報も更新）

優良
1要素
該当

⑬・⑭の加点要素（認定申請内容）を厚生労働省・労働局HPに掲載することを許可

注）①～⑭の評価項目のうちの２項目までについて、連携先の支援機関等が、認定基準に該当する旨
（①～⑩については「優良」（１点）、⑪～⑭については「良」（２点））を定性的又は定量的に証することを可能とする。

（参考）自社ＨＰにおいて加点要素（認定申請内容）に相当する情報が記載されたページのリンクの掲載を許可する場合も評価する。
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通勤や職場等における支援の在り方について

参考資料４



通勤や職場等における支援の在り方について

〇 このため、現在、省内に設置した「障害者雇用・福祉連携強化プロジェクトチーム」において、障害者の就労支援に
関する、雇用と福祉の一体的展開の推進に係る諸課題の一つとして、「通勤や職場等における支援の在り方」につい
ても総合的に対応策を検討中。

〇 通勤や職場等における支援とは、具体的にどのような目的で、どのようなことを行うものであるかなど、その中身、
性格等を整理した上で、その提供の責任の所在と負担がどうあるべきか考え方を整理する必要があるのではないか。

主な論点

○ 障害者の就労支援については、従前より、福祉施策と労働施策との連携を進めながら対応してきたものの、特に
通勤や職場等における支援については、現時点において十分な対応が出来ていない※1との指摘が多い状況※2､3。

※1 障害福祉サービス（訪問系サービス）は、通勤、営業活動等の経済活動に対する支援は対象外。また、障害者雇用促進法に基づく納付金
関係業務として、雇用管理のために必要な職場介助者や通勤を容易にするための通勤援助者の委嘱等を行う事業主に対して助成金を支給して
いるが、支給期間を設定。なお、障害者雇用促進法において、事業主は、過重な負担にならない範囲で、その能力の有効な発揮に支障となっ
ている事情を改善するために必要な措置を講ずることとされているところ。

※2 先の通常国会での障害者雇用促進法改正案に対する衆議院・参議院厚生労働委員会の附帯決議においても、「通勤に係る障害者への継続
的な支援や、職場等における支援の在り方等の検討を通勤や職場等における支援を開始する」旨が盛り込まれたところ。

現状

〇 今後の障害者の就労支援全体の目指すべき姿を展望しながら、通勤や職場等における支援について、対応策を検討
する必要があるのではないか。

〇 通勤や職場等における支援が必要な方はどの程度いるのか等実態把握をした上で、その実態を踏まえ、実際の支援の
提供に当たって、どの範囲までその支援の対象とするかなど、内容を整理する必要があるのではないか。

〇 「制度の谷間で働く機会を得られない、又は必要な支援等がないために継続して働くことができない等の障害者の置
かれた現状(上記附帯決議より)」を打開し、障害者が希望や能力に応じて生き生きと活躍できる社会に近づけていくため、
通勤や職場等における支援について早期に検討を進め、段階的に対応策を講じる必要があるのではないか。

※3 令和元年７月30日参議院議院運営委員会理事会決定(｢木村英子議員及び舩後靖彦議員の重度訪問介護サービスに係る御要請について｣)に
おいて、「(通勤や職場等における支援の在り方等について)政府において早期に検討を進め、結論を得るように求める。」とされたところ。

〇 また、近年、ＩＣＴの発達、働き方の多様化などを背景に、重度の障害がある方も働ける社会が実現しつつある中
で、障害者がより働きやすい社会を目指すためには、働く際に必要となる介助などの支援の在り方は重大な課題。

1

第93回労働政策審議会障害者雇用分科会
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現時点の主な検討内容

〇 通勤や職場等における支援とは、具体的にどのような目的で、どのようなことを行うものであるかなど、その中身､性
格等を整理した上で、その提供の責任の所在と負担がどうあるべきか考え方を整理する必要があるのではないか。

〇 今後の障害者の就労支援全体の目指すべき姿を展望しながら、通勤や職場等における支援について、対応策を検討する
必要があるのではないか。

〇 通勤や職場等における支援が必要な方はどの程度いるのか等実態把握をした上で、その実態を踏まえ、実際の支援の提
供に当たって、どの範囲までその支援の対象とするかなど、内容を整理する必要があるのではないか。

〇 「制度の谷間で働く機会を得られない、又は必要な支援等がないために継続して働くことができない等の障害者の置か
れた現状(上記附帯決議より)」を打開し、障害者が希望や能力に応じて生き生きと活躍できる社会に近づけていくため、
通勤や職場等における支援について早期に検討を進め、段階的に対応策を講じる必要があるのではないか。

→ 今後も障害者が「働くこと」を一層強力に支援していく必要があり、そのためにも引き続き雇用と福祉の一体的展開
を推進し、切れ目のない就労支援を確立していくことが重要である。

→ 通勤や職場等における支援についても、雇用と福祉の一体的展開のもと、切れ目のない就労支援策として提供される
ことを目指し、検討を深めていくのではないか。

→ 通勤や職場等における支援については、個々の障害者の障害特性や就業場所等に応じて、呼吸器等の調整や体位変換、
トイレ利用・昼食時の介助などの支援、書類の読み上げ・ページめくり・整理等の業務補助、就労支援機器（PC入力関
連機器等）の整備・操作・入力など、様々なものが考えられるのではないか。

→ 提供の責任等を整理するに当たっては、雇用か自営か、民間か公務かなど、障害者の働き方も踏まえる必要があるの
ではないか。

→ 令和元年７月30日参議院議院運営委員会理事会決定や、現に「制度の谷間」に置かれた状況にあるとの障害当事者の
声等を踏まえ、引き続きスピード感を持って検討を重ねていく必要があるのではないか。

→ 現在、常時介護を必要とする「重度訪問介護を利用している方」について、
・ 就労している方がどの程度いるのか
・（今は就労していなくても）就労を希望している方がどの程度いるのか
等の実態把握を目的に、全国調査を実施しており、当該調査結果※4を踏まえつつ、内容を整理していくのではないか。

※4 当該調査において、「就労している方がどの程度いるのか（就労率）」、「(今は就労していなくても)就労を希望している方がどの程度いるのか
(就労希望率)」の速報値を集計 [参考１] 。

これまでの検討[参考２]等も踏まえ、重度の障害がある方の通勤や職場等における支援において雇用施策と福祉施策が連携
して｢制度の谷間｣に対応していくため､意欲的な企業や自治体について､次の取組を令和２年度に実施してはどうか。
・ 障害者雇用納付金制度に基づく助成金の拡充を図るとともに、
・ 自治体が必要と認める場合には、地域生活支援事業の新事業により各自治体が支援を行う
※ 新たな取組の利活用状況等を踏まえ、必要に応じて改善について検討

注：前回（第93回労働政策審議会障害者雇用分科会）資料に赤字追記
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「重度障害者の在宅就業に関する調査研究」について【概要】

「平成30年の地方からの提案等に関する対応方針」（平成30年12月25日閣議決定）において、常時介護を必要とす
る障害者の在宅での就業支援の在り方について検討し、2021年度の障害福祉サービス等報酬改定に向けて結論を得る
とされたことを踏まえ、在宅就業中の重度障害者の支援の在り方を検討するためその実態を把握する。

調査目的

調査研究概要

○平成31年度障害者総合福祉推進事業 指定課題
○補助基準額：500万円
○実施団体：一般社団法人 コ・イノベーション研究所
○事業内容：重度訪問介護事業所及び利用者に対するアンケート調査等

アンケート調査内容

○調査対象：全国の重度訪問介護事業所を対象とした全数調査
○調査方法：郵送調査
○調査内容
・重度訪問介護利用者数
・利用者の障害支援区分、障害の状況
・利用者の就労の有無、就労形態（企業等で雇用・自営や請負、通勤・在宅の別）
・就労希望、就労の際に必要な支援 等

○調査票回収状況（令和元年11月）

今後のスケジュール（予定）

・１０～１１月 アンケート調査（速報値集計）
・１２月～ ヒアリング調査
・３月 調査報告

アンケート調査結果（速報値）（精査中）

○就労率 6.0％ ○就労希望率 5.4％

調査客体数 回収数 回収率 速報値集計数

7,320事業所 2,898事業所 39.6％ 2,636事業所

[参考１]
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障害者雇用・福祉連携強化ＰTについて

主査：厚生労働審議官

副主査：職業安定局高齢・障害者雇用開発審議官、社会・援護局障害保健福祉部長

構 成

主な検討事項（現段階のイメージ）

・ 障害者の就労支援全体の在るべき（目指すべき）姿
・ 地域の就労支援機関の連携の強化
・ 通勤支援の在り方
・ 職場等における支援の在り方
・ 障害者雇用率制度の対象障害者の範囲
・ 障害者雇用率制度における就労継続支援Ａ型事業所の雇用者の評価
・ 就労継続支援Ａ型事業所に対する障害者雇用調整金の取扱い
・ 自宅や就労施設等での障害者の就業機会の確保の在り方 等

（参考）開催状況

第１回 令和元年７月２５日 議事：（１）今後の検討の進め方について （２）その他

第３回 令和元年10月２日 議事：関係者ヒアリング① （社会福祉法人りべるたす 理事長 伊藤佳世子氏（重度障害者の就労支援について））

第４回 令和元年10月７日 議事：関係者ヒアリング② （(独)高齢・障害・求職者雇用支援機構副統括研究員 春名由一郎氏 （海外事例について）)

第５回 令和元年10月18日 議事：（１）分身ロボットカフェの視察について （２）その他

第６回 令和元年11月12日 議事：関係者ヒアリング③（公益社団法人全国脊髄損傷者連合会（代表理事 大濱 眞氏）、一般社団法人日本

ＡＬＳ協会（会長 嶋守 恵之氏）（通勤支援や職場等における支援等の在り方について））

[参考２]
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第２回 令和元年８月７日 議事：（１）障害者雇用と福祉の連携強化に向けた検討体制の充実（案）について （２）その他

第７回 令和元年12月９日 議事：関係者ヒアリング④（社会福祉法人日本視覚障害者団体連合（会長 竹下義樹氏）（同上））

第８回 令和元年12月９日 議事：関係者ヒアリング⑤（社会福祉法人日本身体障害者団体連合会（会長 阿部一彦氏）（同上））

第９回 令和元年12月13日 議事：関係者ヒアリング⑥（一般社団法人日本経済団体連合会（労働政策本部長 正木義久氏）、日本労働組合

総連合会（総合労働局長 仁平章氏）（同上））

※ ＰＴでの検討状況については、適宜、労働政策審議会障害者雇用分科会及び社会保障審議会障害者部会に報告、議論


